
3 障害者の雇用支援策  
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障害者の雇用を支援するための施策  

障害者の雇用の促進を図るため、障害者雇用率制度に基づく事業主への雇用率達成指導や、障  

害特性等に応じたきめ細かな職業相談・職業紹介の実施に加え、次のような雇用支援策を実施す  

ることにより、障害者本人や障害者を雇用する事業主を支援する。  

1 「トライアル雇用」による障害者雇用のきっかけづくり（障害者試行雇用事業）   
障害者に関する知識や雇用経験がない事業所に対し、障害者を試行的に雇用する枚会  

を付与し、本格的な障害者雇用に取り組むきっかけづくりを進める事業。  

※18年度 6，000人（17年度 6，000人）  

2 職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援   

知的障害者や精神障害者など職場での適応に課題を有する障害者に対して、職場適応  

援助者（ジョブコーチ）を事業所に派遣し、きめ細かな人的支援（＊）を行うことによ  
り、職場での課題を改善し、職場定着を図る。  

＊主な支援内容   

（〕障害者向け・‥職場内コミュニケーション、作業遂行力の向上支援 など  

（〕事業主向け‥・職務内容の設定、指導方法に関する助言 など  

※ジョブコーチ配置数 703人（17年度末現在）  

3 就業面と生活面における一体的な支援（障害者就業・生活支援センター事業）   
障害者の職業生活における自立を図るため、身近な地域において雇用、保俸、福祉、  

教育等の地域の関係機関のネットワークを形成し、就業面と生活面にわたる一体的な支  

援（＊）を行う事業。  

＊主な支援内容   

（丑就業支援…就職に向けた準備支援（職業準備訓練、職場実習のあっせん）  

求職活動、職場定着支援 など  
障害特性を踏まえた雇用管理に関する助言  

一3生活支援…生活習慣形成、健康管理等の日常生活の自己管理に関する助言  
住居、年金、余暇活動など生活設計に関する助言 など  

※18年度110センター（17年度 90センター）  

4 障害者の態様に応じた多様な委託訓練   
企業、社会福祉法人、NPO法人、民間教育訓練機関等の地域の多様な委託訓練先  

開拓し、様々な障害の態様に応じた公共職業訓練を実施。  

※1各年度 6，300人（17年度 6，000人）  

を  

巨⊥企業ノウハウを活用した福祉席設仁おける就労支援（障害者就労支援基盤整備事業）  
障害者雇用に実績のある企業関係者の知識・経験等を活用して、福祉施設に対し、企   

業での雇虎についての理解の促進、就労支援に関するノウハウの向上を図る事業。  
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「トライアル雇用」による障害者雇用のきっかけづくり  

′）障害者試行雇用事業′）   

障害者雇用の取組が遅れている事業所では、障害者雇用の経験が乏しいために、障害者  

に合った職域開発、雇用管理等のノウハウがなく、障害者雇用に取り組む意欲があっても  

雇い入れることに躊躇する面もあります。   

また、障害者の側でも、これまでの雇用就労経験が乏しいために、「どのような職種が  

向いているかが分からない」、「仕事に耐えられるだろうか」といった不安があります。   

このため、障害者を短期の試行雇用（トライアル雇用）の形で受け入れることにより、  

事業主の障害者雇用のきっかけをつくり、一般雇用への移行を促進することを目指しま  

す。  

○ 期 間  3か月間を限度（ハローワークの職業紹介により、事業主と対象障害者と  

の問で有期雇用契約を締結）  

○ 奨励金  事業主に対し、トライアル雇用者1人につき、月5万円を支給  

○ 実施数  6，000人（平成18年度）  

○ 実 績  開始者数4，220人、常用雇用移行率82．8％（平成16年度）  

二三二‾l  

事業主  

障害に応じた  
職場の配慮事  
項が分からな  
い  

障害者への接  
し方、雇用管理  
が分力＼らない   

どのような仕  
事を担当させ  
れぽよいか分  
からない  

身体障害者は雇用しているが、  
知的障害者を雇うのは初めて  

常
用
雇
用
 
 

トライアル雇用  

（3か月間の有期雇用）  

不安の解消・軽減   ＼  
どのような仕  
事が適職力＼分  
からない  

障害者   

就職は初めて  
なので、職場で  
の仕事に耐え  
られるか不安  

訓練を受け  
たことが実  
際に役立つ  
か不安  
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職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援について   

知的障害者、精神障害者等の職場適応を容易にするため、職場にジョブコーチを派遣  
し、きめ細かな人的支援を行う。   

地域障害者職業センターにおいてジョブコーチを配置して支援を実施するとともに、  
就労支援ノウハウを有する社会福祉法人等や事業主が自らジョブコーチを配置し、ジョ  

ブコーチ助成金を活用して支援を実施。  

◎支援型宝毯   

・就職時（雇用前又は雇入れと同時に支援を開始）   

・職場環境の変化等により職場適応上の問題が生じたとき   

支援内容  

／ノ （三≡三）   

■  

こ・；；手 

◎標準的な支援の流れ  

t葉聖要望  

フォローアップ  

数週間～数ヶ月に  

一度訪問  

－・－ －－・－ －－ － －－・－・－ － － －・－－ －・－ － －－－ －－・一－ －－ －－ －－－・－  ト  

支援期間1～7カ月（標準2′）4カ月）（地域センターの場合）  

◎ジョブコーチ配置数（平戎18年4月現在）  

計726人  地域センターのジョブコーチ  304人  
第1号ジョブコーチ（福祉施設型）407人  

第2号ジョブコーチ（事業所型）  15人  

◎」＿重塵塞彊（平成16年度、地域センター）  

支援対象者数 2，960人、職場定着率（支援終了後6カ月） 83．0％  
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職場適応援助者（ジョブコーチ）支援事業の見直しについて  

◎ 見直  しのねらい  

① 支援ニーズの増加への対応   

→ 助成金化によりジョブコーチ数の拡充を図り、柔軟な運用を可能に  

② ジョブコーチの裾野の拡大   

→ 福祉分野や企業における人材を、それぞれの得意分野を活かして有効活用  

③ 福祉施設の就労支援機能の弓垂化   

→ 施設体系の見直しとあいまって、福祉施設に就労支援ノウハウを普及  

◎ 見直しの内容  

．芽上詑jF磨rナ7年70月／、づ   虐政正好〔ケア年9月斎てリ  



職場適応援助者（ジョブコーチ）支援事業の実施状況（平成16年度）  

（1）障害種類別の支援状i兄  

支援開始音数   支援終了者数   

体障害者   261人 （8．8％）   262人   

的障害者   2，384人 （80．5％）   2，331人   

神障害者   275人 （9．3％）   287人   

その他   40人 （1．4％）   38人   

計   2，960人 （100．0％）   2，918人   

※ 「支援終了者数」とは、16年度に支援を終了した看であり、前年度支援開始者を含む。また、中止者を  

含む。  

（2）支援終了後の職場定着状況  

支援終了者数（A）   支援終了後6ケ月経過時点   

成15年10月～16年9月）   での在職者数（B）   
定着率（B／A）  

2，857人   2，371人   83．0％   

（3）事業利用者（障害者、事業主）の声  

デー●ご●二、■し、－一二  

ムー 二1－‡  

蔓 ○ ジョブコーチに職場環境の整備や作業マニュアルの作成等の支援を受け、作業がス   

ズになった（事業主からの声）  

○ 長期間支援を受けることで少しずつ改善がみられたこと、具体的な手立てや手順がよく   

考えられていること等、センターでの支援があったからこそ社会復帰ができたと思う。（精  

廷 神障害者からの声）  
琵  

○ 障害者と社員相互のコミュニケーションがよくなった。 

悪  

○  

琵   

職場における人間関係や仕事の内容について、とても不安でしたが、ジョブコーチが私  

と職場の人たちとのコミュニケーションの問に立っていただき、とても早く職場環境tこ慣  

れることができ、今は楽しく仕事をしています。（知的障害者からの声）  

問題発生時に速やかに連絡が取れ、対応してもらえたことで職場として信頼感がもてた。  

（事業主からの声）  

ごて上、式・ごご三才 広一  

※ 障害者及び事業主に対するアンケート調査から済＿㌔ヂ 二 
子て 

． ‰淵毛珊瑚漆m悪法耶軋記譜㌫榔∝粥擢霧もm脚右脚㈱佃  
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就業面と生活面における一体的な支援（障害者就業・生活支援センター事業）   

就職を希望されている障害のある方、あるいは在職中の障害のある方が抱える課  
題に応じて、雇用及び福祉の関係機関との連携の下、就業支援担当者と生活支援担  

当者が協力して、就業面及び生活面の一体的な支援を行います。  
（平成14年度より開始）  

雇用と福祉のネットワーク  

障害のある方  一一一一一一－   
、、  

‾∵三三言‾、ミ I  
ir‾二∴二二‾∴＝ニニニー靡  

ハローウーーク  

一、、  ′二7  

専門的支援 （就業支援担当者2名）  （生活支穫担当者1名）  

「 
一義姦の庶綻受諾＼  

〓 「ニニニ‾1 ○就業に閲す  

の依頼  

‾亭＝三≧  

技術的支援  

と一   

福祉サービスの  
利用調整  

．
い
拭
．
、
 
 
 

）肋木’し一杓フ  

蔓 る相談支援 ． 〓 ○日常生活・  
地域生活に関  

する助言  
阜
捏
 

－
一
．
、
 

体
的
な
支
援
 
 

．
…
 
 
 

福祉事務所  ○障害特性を  
踏まえた雇用  
管理に関する  
助言  

○関係機関と  

の連絡調整．  

ヽだ   

利用調整  ○関係機関  
との連結調整  ホ十    ＞  

保健所  

医療面の相談  ！
．
．
．
．
．
，
t
．
．
一
．
i
】
「
．
、
＼
 
 

＼ 
芦  一 

ニ≡≡； 二≡喜＿眉正引た弥粟生】丁度有一書≡ご  

◆障害者就業・生活支援センターでの業務の内容   

就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要とする障害のある方に対し、センター窓口での相  

談や職場・家庭訪問等を実施します。  

＜就業面での支援＞  

○就職に向けた準備支援（職業準備訓練、職場実習のあっせん）  

○就職活動の支援  

○職場定着に向けた支援  

○障害のある方それぞれの障害特性を踏まえた雇用管理についての事業所に対する助言  

○関係機関との連絡調整   

＜生活面での支援＞  

○生活習慣の形成、健康管理、金銭管理等の日常生活の自己管理に関する助言  

○住居、年金、余暇活動など地域生活、生活設計に関する助言  

○関係機関との連絡調整  

◆設置箇所数    平成18年度110センター （17年度 90センター）  
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企業ノウハウを活用した福祉施設における就労支援の促進  

～障害者就労支援基盤整備事業～  

．麺声  

一般雇用に関する理解、就労支援方法に  
関する「福祉施設等就労支援セミナー」の実施  

障害者の雇用管理等の知識・経験を有する企業  

の人材を「障害者就労アドバイザー」として登録  
の 派遣  「障害者就労アドバイザー」  

・、 

＼、・／一 

福祉施設  

○ 企業における就労についての理解が不十分  

○ 就労支援ノウハウの不足  

ユユ  

・一般雇用に対する不安  

・企業の実態と帝離した作業内容  

・作業に慣れた障害者でも、一般雇用への送り   
出しに消極的  

○施設での訓練だけでは技術面で未熟  

○企業で働くということに対する意識が不十分  

○ 基本的労働習慣が未形成  

」ユ   

福祉施設を利用している障害者の雇用に消極的  

ノ、 ・′ノ＼、 ＼   



福祉的就労から雇用への移行促進  

～地域障害者就労支援事業～  

副主査  

福祉施設等   

○ 授産・更生施設、小規模作業所   

○ 医療保健福祉機関   
○ 盲・ろう・責護学校   

○ 精神障害者社会適応訓練  

事業の協力事業所 等  

職場定着  

職業生活の  

安定  
勝二盾／ナた原好み   

戯瀞を席望LTいる  

窟貌脚者  

ハローワーク  
専門援助部門が担当  

就労支援コーディネーターを配置し、  
関†系機関と調整  

歳費支冴・旦淵 戯場定着支冴・戯業生′昔支冴  
障
害
者
就
労
支
援
チ
ー
ム
 
 

就
労
支
援
計
画
の
作
成
 
 

チ
ー
ム
構
成
員
が
 
 

連
携
し
て
支
援
を
実
施
 
 

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
 
 
 

支援関係者・専門機関  

○ 障害者母体、障害者支援団体  

○ 地土或障害者職業センター  

○ 障害者就業・生活支援センター  

○ 障害者雇用支援センター  

○ 職業能力開発校  

○ 障害者地域生活支援センター  

○ 福祉事務所 等  

l－－－－－－－－－－■－－■■‾‾‾－‾‾‾‾‾  

澗祉施設等での訓練と事業所で：  

：の実習を組み合わせた「組合せ；  

：実習」も活用  
l ＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿▼＿＿＿＿＿＿＿－l  



雇用と福祉の連携による就労支援  

′
′
 
 

昌
≠
八
だ
 
 

一般企業での  

雇用を希望   

′ 、■′■ 一 ■‾ ■‾   

l        l封  
ギ貢i  

I 

偶≠  勲媒  

職場拓等   

（就労移行支援事業等 

ゝ 

i．）  

再チャレンジ   
j：1≠   

1YゝIrノニ≠′、＝ノ     iく「■1二・rrナー      一′ h‘   

※ 障害者就業・生活支援センター事業  
（就業と生活の両面にわたる一体的な相談・助言等）   



4 障害者雇用施策関係予算  
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平成18年度 障害者雇用施策関係予算の主要事項  

厚 生 労 働 省  

職業安定局 障害者雇用対策課  
職業能力開発局 能 力 開 発 課  

平成18年度予算額   13，765（14，109）百万円  

［施策の概要］   

障害者の社 会参加が進展し、就業に対する意欲も高まる中で、障害者が職業生活におい  

て自立することを促進するため、先般の通常国会において、①精神障害者を実雇用率に算  

定することによる雇用の促進、②障害者の在宅就業に対する支援、③障害者福祉施策との  
有機的な連携の強化等を内容とする障害者雇用促進法の改正（平成17年法律第81号）が行  

われたところである（平成18年4月1日全面施行）。   
また、障害者自立支援法（平成17年法律第123号）の成立により、就労移行支援事業等  

が創設されるなど、障害者福祉の分野においても、今後、就労支援の抜本的強化が図られ  

ることとなっている（平成18年10月1日から本格施行）。   
こうした中で、平成18年度においては、改正障害者雇用促進法の円滑な施行に努めると  

ともに、①雇用と福祉の連携による福祉的就労から雇用への移行支援、②ハローワークに  

おける相談・支援体制の充実・強化、③在宅就業支援団体の育成をはじめとする多様な形  
態による障害者の雇用・就業支援、④障害者に対する職業能力開発の充実により、障害者  

の雇用・就業機会の拡大を図ることとする。  

Ⅰ 雇用と福祉の連携による障害者施策の推進  

1地域障害者就労支援事業の推進  
［予算額  40（66）百万円］   

ハローーワークが中心となり福祉等の関係者による連携体制を確立し、就職の準備段階  

から職場定着までの一連の支援を行う事業を推進し、障害者の福祉的就労から雇用への  

移行の一一層の促進を図る。   

（実施箇所数 10安定所）  

2 企業ノウハウを活用した福祉施設における就労支援の促進（新規）  
［予算額   26（ 0）百万円］   

障害者雇用に実績のある企業関係者の知識・経験等を活用して、福祉施設に対し、企  

業での雇用についての理解の促進、就労支援に関するノウハウの向上を図る事業を、実  

施する。   
（実施箇所 全労働局）  

3 障害者就業・生活支援センター事業の拡充  

［予算綾 1，028（790）百万円］   

雇用、、保健、福祉、教育等の地域の関係機関のネットワークを形成し、障害者の身近  
な地域において就業面及び生活面における一体的な相談・支援を行う「障害者就業・生  

活支援センター」の設置箇所数を拡充する。   
（設置箇所数 90センター → 110センター）  
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4 福祉施設の人材を活用したジョブコーチ支援の充実  

［障害者雇用納付金事業］   

福祉施設の職員が行うジョブコーチ支援について、障害者雇用納付金制度に基づく助  

成金の支給を行うことにより、福祉施設のノウハウを生かした効果的な職場適応援助を  

推進する。  

5 精神障害者等のグループ就労に対する支援  

［障害者雇用納付金事業］   

企業において数人の精神障害者等のグループが指導員の指導を受けながら就労する場  

合に、障害者雇用納付金制度に基づく助成金の支給を行うことにより、常用雇用への移  

行を促進する。  

6 発達障害者の雇用促進のための就労支援者育成事業の創設（新規）  

［予算績   8（ 0）百万円］   

発達障害者の雇用促進を図るため、発達障害者支援センターと連携して、発達障害者  

支援関係者に対する就労支援ノウハウの付与のための講習を実施するとともに、事業主  

を対象とした雇用管理ノウハウの普及・啓発を図るためのセミナーを開催し、発達障害  

者の就労支援を行うための共通基盤を整備する。  

Ⅱ ハローワークによる相談・支援体制の充実一強化  

1障害の態様や適性に応じた相談・支援機能の充実・強化  

［予算額 1，062（0）百万円］   

障害者ひとりひとりの障害の態様や適性に応じた就労支援を実施するため、専門的な  

知識・経験を有する者をハローワークに配置するなど、障害者に対する相談支援体制の  

充実・強化を図る。  

障害者専門支援員  217人  
職業相談員［障害者職業相談担当］154人  

職業相談員［障害者求人開拓担当］ 251人  

精神障害者ジョブコンサルタント   47人  

2 雇用率達成指導の強化による障害者雇用の促進   

近年、実雇用率が横ばいで推移している状況にあることから、障害者雇用促進法改正  

に係る附帯決議において、雇用率達成指導の厳正な実施が強く求められていることを踏  

まえ、障害者雇用率達成指導の一層的確かつ厳正な実施を図り、障害者の雇用促進を図  

る。  
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Ⅲ 多様な形態による障害者の就業機会の拡大  

1ITを活用した在宅就業支援団体への育成支援  

［予算額 49（  98）百万円］   

先駆的に在宅就業支援に取り組んできた団体のノウハウを活用し、新たに支援に取り  

組む団体へのノウハウの提供等を行い、障害者の在宅就業のさらなる普及を図る。  

2 障害者試行雇用事業の推進  

［予算額  900（900）百万円］   

事業主に障害者雇用のきっかけを提供するとともに、障害者に実践的な能力を取得さ  

せ、常用雇用へ移行するため短期間の試行雇用を実施して、障害者雇用を推進する。   

（対象者数 6，000人）  

3 多様な雇用形態等に対応する障害者雇用率制度の在り方に関する調査研究（新規）  

［予算額 5（0）百万円］   

短時間労働、労働者派遣などの働き方の多様化や分社化等の企業の経営環境の変化を  

踏まえ、多様な雇用形態等に対応する障害者の雇用率制度の在り方について検討を行う。  

4 当事者団体と連携した障害者の職業自立等啓発事業の実施  

［予算額 32（32）百万円］   

身体障害者、知的障害者及び精神障害者について、それぞれ当事者団体との連携によ  

り、、当事者間でのカウンセリングや家族に対する相談・情報提供等の事業を行い、職業  

的自立の促進を図る。  
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Ⅳ 障害者に対する職業能力開発の推進  

1公共職業能力開発施設における障害者訓練の推進  

［予算額  4．523（  5，485）百万円］   

障害者職業能力開発校が設置されていない地域において、職業能力開発校に知的障害  

者等を対象とした訓練コースを設定し、障害者の職業訓練を推進する。   

（実施県 23県・25コース）  

2 事業主や社会福祉法人等による実践的な職業訓練の推進  

［予算額 1，481（1，417）百万円］   

企業、社会福祉法人等の多様な委託訓練先を開拓し、知的障害者、精神障害者等の障  

害の態様に応じた職業訓練を推進する。   

（委託訓練対象者数 6，000人 → 6，300人）  

3 障害者職業能力開発プロモート事業（仮称）の実施（新規）  

［亘算額 26（0）百万円］   

福祉施設、養護学校等の関係機関の連携体制を確立することにより、障害者の職業能  

力開発を促進する事業を政令指定都市において試行的に実施する。   

（実施政令指定都市 3市  障害者職業能力開発プロモーター配置 各1名）  

4 障害の態様を踏まえた職業能力開発プランの策定等に関する調査研究  

［予算額 3（6）百万円］   

福祉部門から雇用部門への円滑な移行と職業生活の安定に資するために、障害の重度  

化、多様化に対応した能力開発プラン策定マニュアルの作成及び普及促進を図る。  

5 発達障害者に対する効果的な職業訓練のあり方に関する調査研究  

」‖独）雇用∴能力開発機構交付金事業］   

発達障害者の雇用・就業を支援するための職業訓練指導と受講ルートの確立等のあり  

方に関して調査研究を行い、発達障害者職業訓練指導ハンドブック等を開発する。  
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